
  平成１７年３月期  中間決算短信 (連結)           平 成 １６年１０月２８日 
 
  上 場 会 社 名  大同特殊鋼株式会社             上場取引所    東、名 
  コ ー ド 番 号  ５４７１                     本社所在都道府県 愛知県 
  (ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/) 
  代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 小澤 正俊 
  問合せ先責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 川崎 常次         ＴＥＬ（０５２）２０１－５１１２ 
  決算取締役会開催日  平成１６年１０月２８日 
  米国会計基準採用の有無   無 
 
  １．１６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
  （１）連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

     百万円 
２０７，２３１ 
１７６，１４３ 

％ 
１７．６ 
５．８ 

百万円 
１０，８４３ 
５，４９５ 

％ 
９７．３ 
１６７．８ 

百万円 
１１，２３７ 
５，０１５ 

％ 
１２４．０ 
５３５．５ 

１６年３月期 ３６７，７９３  ９，６１６  ８，９８６  
 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

百万円 
  ５，６３７ 
  １，２８０ 

     ％ 
３４０．３ 

－ 

円 
１２ 
２ 

銭 
９９ 
９５ 

円 
 
 

銭 
 
 

１６年３月期   ４，２０１  ９ ４０   
  （注）①持分法投資損益 16年9月中間期 1,050百万円 15年9月中間期 428百万円 16年3月期 1,260百万円 
     ②期中平均株式数（連結）16年9月中間期 434,171,469株 15年9月中間期 434,209,597株 16年3月期 434,200,794株 
     ③会計処理の方法の変更    無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  （２）連結財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

百万円 
４３２，２２６ 
４０５，８７４ 

百万円 
１３８，３４５ 
１２８，８９５ 

％ 
３２．０ 
３１．８ 

円  銭 
３１８  ６５ 
２９６  ８６ 

１６年３月期 ４２７，３９３ １３２，８８０ ３１．１ ３０５  ７７ 
  （注）期末発行済株式数（連結）16年9月中間期434,158,934株 15年9月中間期434,201,581株 16年3月期434,181,342株 
  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

百万円 
５，４１４ 
３，７１８ 

百万円 
△  ４，６５９ 
△  ８，１７７ 

百万円 
△  ９，７８３ 

４，０１８ 

百万円 
１５，５２８ 
１３，７２４ 

１６年３月期 １０，１８８ △ １６，００８ １５，７６０ ２３，９２７ 
  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ３２社    持分法適用非連結子会社数 － 社    持分法適用関連会社数 ８社 
  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規）  ４ 社    （除外）  － 社    持分法（新規）  － 社   （除外）  － 社 
 
  ２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通   期 

百万円 
４２３，０００ 

百万円 
２０，０００ 

百万円 
１０，０００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２３円０３銭 
   上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によ 
   っては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 
   ７ページをご参照下さい。 

http://www.daido.co.jp/
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１．企業集団の状況 
 
       当社企業集団は、特殊鋼鋼材をベースとした幅広い事業展開を行っております。 
       下記に連結４０社のセグメント別関係図を示します。（２００４年９月末現在） 
 
                             顧           客 
 
  [事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ]                 [国  内]                [海  外] 
   

大同ｱﾐｽﾀｰ㈱    下村特殊精工㈱ 
大同ｽﾃﾝﾚｽ㈱    大同ﾏﾃｯｸｽ㈱ 
大同資材ｻｰﾋﾞｽ㈱  大同原料ｻｰﾋﾞｽ㈱ 
大同ﾃｸﾆｶ㈱ 
(*)日本精線㈱   (*)理研製鋼㈱ 
(*)王子製鉄㈱   (*)東北特殊鋼㈱   
(*)丸太運輸㈱   (*)桜井興産㈱    
(*)泉電気工業㈱  (*)川一産業㈱    

DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD. 
天文大同特殊鋼股份有限公司 
DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD. 
DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD 
 
 
 

 

             
㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰ電子 
大同ｽﾍﾟｼｬﾙﾒﾀﾙ㈱ 
 
 
 
 
 

Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 

            
㈱大同ｷｬｽﾃｨﾝｸﾞｽ  ﾌｼﾞｵｰｾﾞｯｸｽ㈱    
日本鍛工㈱    東洋産業㈱ 
特殊発條興業㈱  大同ｽﾀｰﾃｸﾉ㈱ 
日星精工㈱    大同精密工業㈱ 
 
 
 

OHIO STAR FORGE CO. 

            
㈱大同機械製作所 
大同環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
大同ﾌﾟﾗﾝﾄ工業㈱ 
 
 
 

 
 
 

― 

          
 
 

― 
 
 

 
 

― 

          
大同興業㈱ 
㈱大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ 
木曽駒高原観光開発㈱ 
㈱大同分析ﾘｻｰﾁ 
㈱ｽﾀｰｲﾝﾌｫﾃｯｸ 
 

Daido Steel(America)Inc. 
 
 

 

  
 
                  （注）＊印 持分法適用会社     ⇒ 製品・ｻｰﾋﾞｽの販売 
                                    → 製品･原材料･部品・ｻｰﾋﾞｽの供給 
      
        なお、上記のうち国内の証券市場に上場している会社と公開市場は以下のとおりであります。 
          フジオーゼックス（株）････東京証券取引所  
          日本精線（株）････････････東京･大阪証券取引所 
          東北特殊鋼（株）･･････････ＪＡＳＤＡＱ 

 エ 
 レニ 
 クク 
 トス 
 ロ材 
  料 

 自産 
 動業 
 車機 
 部械 
 品部 
 ・品 

 エ 
 ン 
 ジ 
 ニリ 
 アン 
  グ 

流 
通 
・ 
サ 
｜ 
ビ 
ス 

 

 

大 

 

同 

 

特 

 

殊 

 

鋼 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 連結子会社   ３２社 
 持分法適用会社  ８社 
 非連結会社   ３４社 

 
特 
殊 
鋼 
鋼 
材 

 新 
 素 
 材 
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２．経営方針 
 

 
（１）経営の基本方針 
当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集
団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企業価値を高めることによって
株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる企業集団を目指しております。 
 
（２）利益配分に関する基本方針 
当社グループは、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、業績に裏打ちされた成果の株主還元を基本方針として
おりますが、一事業年度において一定の配当性向を保つという考え方ではなく、安定した利益還元を継続すること
によって株主の皆様の期待に応え、信頼を得ることを特に重視しております。 
内部留保資金の使途につきましては、経営基盤のさらなる強化のため、有利子負債圧縮を進める原資として活用
し、財務体質改善を図る方針であります。 
 
（３）目標とする経営指標 
当社グループでは、０５年度を最終年度とする中期経営計画のなかで、０５年度売上高 ３，７５０億円、経常
利益 １９０億円、ＲＯＡ ５％、有利子負債残高 １，１００億円を経営指標といたしました。なお、経営環境
の変化に伴ない、足元では、売上高、利益について、中期計画を上回るレベルを目標としております。 
 
（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
当社グループは、成熟化する国内需要環境および急速かつドラスティックな市場構造変化の中で、高い技術力を
もったグローバルサプライヤーとしての地位を盤石なものとするため、「量から質への転換による収益基盤の再構
築」を経営基本方針とした中期経営計画を策定いたしました。この中期経営計画の中では、以下の４点を重点課題
として掲げ、事業拡大を図ると同時に強固な収益基盤を築いてまいります。 
 
①『Ｎｏ．１製品』への集中による量から質への転換 
当社グループには、卓越した技術力に裏付けされた競争力のある『Ｎｏ．１製品』が数多くあります。この
『Ｎｏ．１製品』にあらゆる経営資源を集中させることにより、事業拡大を目指すとともに、製品ポートフォ
リオの改善を図っております。例えば工具鋼分野では、当社に「工具鋼部」を設置し、お客様のニーズに密着
した販売サービス体制を強化してまいると共に、中国での日系自動車メーカーの現地生産拡大に対応して上海
事務所を開設(04 年 5 月)いたしました。エレクトロニクス分野では高合金プロジェクトを発足し、高合金製
品の競争力強化を図っております。新素材分野では粉末製品、チタン製品、薄膜・電子材料等を統合し、シナ
ジー効果の発現を目指し高機能材料事業部を設置(04 年 4 月)いたしました。昨年に設備増強を行った精密鍛
造品、ターボチャージャー向け精密鋳造品については、拡販活動を引続き推進しております。 
 
②収益構造改革 
  人員のスリム化とともに、これまで行ってきた設備投資効果の最大発揮、購買費用の圧縮を行い、コスト
削減に積極的に取り組んでおります。鉄スクラップ・ニッケル等の原材料価格の高騰に対しても製品価格の
改善、低収益品の選別を最大限実施し、収益確保に向けた体制構築を着実に推進しております。また、「モ
ノづくり革新活動」を推進するプロジェクトを発足し(04 年 9 月)、重要設備、重要プロセスの生産性改善に
取組み、「モノづくり力の再強化」を推し進めてまいります。 

     
     ③海外展開の拡充 
       需要家の海外生産へのシフト、グローバル化を続ける市場の流れに対応するため、事業の海外展開を進め

ることは、大きな経営課題であります。当社グループは、これまでも北米・東南アジア・欧州での生産・販
売拠点の構築・整備を行ってまいりましたが、さらに中国展開を本格的に拡大しております。特殊鋼鋼材分
野では蘇州でのＩＴ向けシャフト材製造工場、大連でのステンレス加工工場が昨年度より生産を開始いたし
ました。磁石事業では香港に続き、蘇州に中国では二番目の製造拠点を設置(03 年 10 月)し、04 年下期より
稼働開始予定です。また、先にもふれましたように、工具鋼事業強化のために、上海事務所を開設しており
ます。グローバル化の流れは一層の加速化が予想されますので、海外展開の拡充に向け、今後も積極的に活
動してまいります。 

 
     ④連結経営の革新 
       「グループの企業価値最大化」を基本に諸施策を進めております。その中で、「鋼材二次加工事業」「エ

ンジニアリング事業」「リサイクル・産業廃棄物事業」について、０５年度までに事業再編を実行するとと
もに、さまざまな資本政策も講じてグループ事業の強化を図ってまいります。
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
 当社では、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題のひとつと認識し、経営の効率性・透明性の確保
および内部統制システムの充実に向けた取組みを行ってまいります。 
 また、社会に貢献する企業としての責任を明確にするために、「危機管理・倫理法令順守委員会」を設置す 

  るとともに企業倫理憲章を制定しております。社会に開かれた企業としての基盤の整備に努めてまいります。 
 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 
ａ．会社の機関の内容 
  昨年、商法改正により、委員会等設置会社制度が創設されましたが、当社といたしましては、監査役制度 
 を採用することとし、取締役会を構成する取締役による業務執行の監視および監査役による監査体制の強化 
 により、コーポレート･ガバナンスの充実を図っていく所存であります。 
  また、当社におきましては、社外取締役１名、社外監査役２名を選任し、それぞれの立場から貴重な助言 
 をいただいております。 
ｂ．内部統制システムの整備の状況 
  当社では、コンプライアンス、環境管理、安全管理、品質保証などの各統括部門が統制活動を行う一方、 
 内部監査部門は、それらの統制活動が、法遵守性を伴いながら、有効かつ効率的に機能しているかを、常時 
 モニタリングしております。さらに、各事業部門には「自主点検リスト」により、自らの業務の規則準拠性 
 や妥当性を定期的に確認させております。 
  また、内部監査部門は、内部統制システムの充実をより確実なものにするために、監査役および監査法人 
との連係を取りながら、監査および自主点検の結果を、随時経営マネジメントに報告しております。 
  グループ全体の観点からは、親会社内部監査部門がグループ各社に定期的に往査して、内部統制状況など 
 を確認する巡回監査を実施しているのに加え、連結子会社を対象にした「グループ監査研究会」を開催し、 
 各社間で監査事例の交換、各社の監査実施責任者の監査技術の研鑚などに努めております。 
ｃ．リスク管理体制の整備の状況 
  当社では、コンプライアンス重視の経営を実践するとともに、当社グループにおいて近い将来予想される 
 リスクおよび潜在的リスクを排除、防止するための審議、ならびに、突発的危機発生による対外的影響を最 
 小限にするための対応策の協議の場として、昨年２月に「危機管理・倫理法令順守委員会」を設置いたしま 
 した。 
  また、コンプライアンス担当役員の選任を行うとともに、コンプライアンス担当役員および社外の弁護士 
 へのホットラインを設置いたしました。さらに、企業倫理憲章および行動基準を制定し、全従業員とグルー 
 プ各社への周知徹底を行うとともに、グループ会社を含めた潜在的経営リスクの洗い直しと対応策の検討を 
 実施しており、当社グループ全体としてのリスク管理体制の一層の強化に努めております。 
 
②会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
 当社の社外取締役１名は、当社の大株主である会社の取締役であります。また、社外監査役２名のうち、１ 
名は当社の大株主である会社の相談役、１名は当社の大株主である会社の出身であります。 

 
③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 
 当社では、最重要推進課題のひとつとして、資本市場への自発的かつ積極的情報開示を進めてまいりました
が、昨年度からは、タイムリーで透明性の高い情報開示活動として、四半期決算での情報開示を行っておりま
す。これからもさらに開かれた経営と経営のスピードアップを目指してまいります。 
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                                     （２００４年９月末現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［業務執行・監視および内部統制の仕組み］ 
 
                                 株主総会 
 
 
 
 
 
  監査役会              取締役会 
  監査役  ３名           取締役 １７名 
  内、社外監査役２名         内、社外取締役１名 
                                 危機管理・倫理法令順守 
                                 委員会 
会計監査・業務監査                       代表取締役社長・副社長 

                    代表取締役会長・社長   コンプライアンス担当取締役 
 監査法人（外部監査）         ・副社長         担当常務取締役 
 
    会計監査                            社外弁護士 

監査部（内部監査） 
                                        ホットライン  

選解任 選解任 

監視 

報告 

助言 
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３．経営成績及び財政状態 
 
 
（１）経営成績 
 当中間期のわが国経済は、輸出、鉱工業生産の伸びがやや鈍化しつつも増加傾向を維持しており、企業の景況感 
の改善が続き、設備投資も堅調に推移しました。 
特殊鋼業界の主要需要産業である自動車の国内販売は、前年同期比1.5％の減となりましたが、海外向けについ
ては、米国、アジア向けを中心にＫＤセットが好調に推移し、総生産台数は前年同期比8.0％の増加となりました。
こうした自動車生産の動きを受け、全国特殊鋼生産量（熱間圧延鋼材ベース）は、967万8千トンと前年同期比3.7％
の増加となりました。 
 受注環境が好転する中、売上高は2,072億31百万円、前年同期比310億88百万円の増加となりました。 
 収益面では、鉄スクラップ・ニッケル等の原材料価格が前期に引続き高値が続いたものの、販売価格改善とコス 
ト削減の徹底を図った結果、経常利益112億37百万円と前年同期比62億21百万円の増加となりました。また、 
特別損益につきましては投資有価証券売却益等の特別利益、特別退職金等の特別損失を計上し、その結果、中間純 
利益は56億37百万円となりました。 
 なお、中間配当金につきましては、1株につき2円とさせていただきます。 
 
 セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。 
 特殊鋼鋼材 
  特殊鋼の主要需要先である自動車産業の動向については、北米・アジア地域等の好調を受けたＫＤセットの伸
張、更に産業機械、電気の需要拡大等により、０４年上期の特殊鋼鋼材の需要は大幅増となっており、国内向
け売上数量は前年同期比4.2％の増加となりました。輸出向けについても、アジア向け中心に高い需要が継続し
ており、売上数量は前年同期比 0.9 ％の増加となりました。この結果、特殊鋼鋼材の売上高は、1,126億8百
万円、前年同期比18.0%増加しました。価格改善活動については、原材料市況が不透明の中、安定的な製品供給
を実現するために、適正価格に向けた活動および不採算品種の見直しを実施してまいりました。さらに当期に
ついては、モリブデン高騰に対応した値上を実施しております。受注内容改善については、高付加価値製品で
ある工具鋼、ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）用ステンレス、バルブ鋼等のＮｏ.１製品についての拡販を行
ってまいりました。今後も競争力のある製品の拡大を目指した営業活動を行ってまいります。 

 
 エレクトロニクス材料 
  デジタル家電の需要増を受け、高合金製品、高級帯、磁石等の受注が好調に推移しました。その結果、当中間 
期のエレクトロニクス材料の売上高は255億78百万円、前年同期比23.5％の増加となりました。なお、磁石事 
業につきましては、需要家の皆様の中国進出に対応するため、０３年より中国(香港)での携帯電話向けを中心と 
する生産を開始したのに引続き、０４年下期より自動車向けを主力とする中国第二工場(蘇州)も生産開始の予定 
であり、今後もグローバルな供給体制を実施してまいります。 
 

 自動車部品・産業機械部品 
 民間設備投資の好調および自動車生産の増加、特に輸出向けトラックの需要が堅調に推移し、その結果、売上高は 
446億24百万円、前年同期比12.8％の増加となりました。 
なかでも、事業拡大を目指しておりますターボチャージャー向け精密鋳造品につきましては、受注が大幅に伸張し 

     ております。 
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エンジニアリング 
  国内の堅調な自動車、ＩＴ関連の需要増を受け、真空炉を中心に受注が大幅に増加しました。具体的には、Ｄ
ＶＤ増産に伴なう積極的な設備投資関連、ＰＣＢ処理規制強化に伴なう電力メーカ－向大型真空炉等を受注しま
した。その結果、売上高は132億25百万円、前年同期比23.0％の増加となりました。 
 
 新素材 
  チタン製品は、輸出向けが医療用主体に大幅な受注増となりました。粉末製品は、自動車エンジンバルブ用、 
 バルブシート用の自動車関連、およびプラント溶射用の産業機械関連が好調に推移しました。この結果、新素材 
 の売上高は36億円、前年同期比35.5％の増加となりました。 
 
 流通・サ－ビス 
  流通・サービス全体の売上は、75億93百万円、前年同期比8.0%の増加となりました。 
 
（２）財政状態について 
  (営業活動によるキャッシュ・フロー) 
  販売価格是正を主とした売上増により、税金等調整前中間純利益は大幅に増加しましたが、それに伴う運転 
資金増加の影響もあり、営業活動による収入は前年同期比16億96百万円増加の54億14百万円にとどまりま
した。  

      
 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 
   有形固定資産の取得減少、売却収入増等により、投資活動による支出は前年同期比35億17百万円減少し、 
  46億59百万円の支出となりました。  
 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
  財務活動による支出は前年同期比138億2百万円増の97億83百万円となりました。 
  主な支出として転換社債を363億93百万円償還しましたが、フリー・キャッシュフロー7億54百万円、現
金及び現金同等物の圧縮83億99百万円、借入金およびコマーシャルペーパーの発行272億6百万円等で充当
しました。  
 
  なお、当社企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 

 平成15年3月期 平成15年9月 
中間期 

平成16年3月期 平成16年9月期 
   中間期 

自 己 資 本 比 率（％） 31.1 31.8 31.1       32.0 
時価ベースの自己資本比率（％） 16.4 22.7 23.2       28.7 
債 務 償 還 年 数（年） 23.1 22.3 17.5       15.6 
インタレスト･カバレッジ･レシオ  3.3  3.9  5.4        4.8 

  (注) 自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
     ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
     ・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
     ・営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全
ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の
支払額を使用しております。 

     ・債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額にするため２倍しております。 
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（３）通期の見通し 
     今後の日本経済の見通しにつきましては、引続き好調で推移するものと予想しております。しかしなが

ら、電子部品など一部で在庫調整の動きがみられること、原油急騰による先行き懸念が広がっていること、
中国の投資抑制の影響が懸念されるなど、景気の先行きには不安材料も残っております。 

     特殊鋼の需要環境は、当面の間、堅調に推移するものと見込まれますが、鉄スクラップ、合金等の原材
料価格の高騰が続くものと予想され、楽観視できない状況にあります。 

     この中、当社グループは、環境変化を先取りすべく、スピーディーな構造改革を実現し、強靭な収益体
質を構築してまいる所存です。０５年度を最終年度とした中期経営計画の諸施策を前倒しで実施すること
により、経営基本方針であります「量から質への転換による収益基盤の再構築」を実行してまいります。 

     なお、当期の配当につきましては、中間期１株につき２円、期末２円（通期４円）を予定しております。 
                                           （百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

平成１７年３月期 ４２３，０００ ２０，０００ １０，０００ 

平成１６年３月期 ３６７，７９３ ８，９８６ ４，２０１ 

 （注） 業績見通しにつきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する 
状況の変化によっては異なる業績結果となることも予想されますので、投資等の判断材料として全面的 
に依拠されることは差し控えください。 
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４．中間連結財務諸表等 

 
 
   （１）中間連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間 

自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日 

前中間連結会計期間 

自平成15年4月 1日 
至平成15年9月30日 

 

増   減 

前連結会計年度 

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

売 上 高 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

そ の 他 

計 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

計 

２０７，２３１ 

１７２，６６５ 

２３，７２２ 

１０，８４３ 

 

５３０ 

１，０５０ 

７０２ 

２，２８４ 

 

１，１３８ 

７５１ 

１，８８９ 

１７６，１４３ 

１４７，７２１ 

２２，９２５ 

５，４９５ 

 

３１４ 

４２８ 

４８５ 

１，２２７ 

 

９６５ 

７４２ 

１，７０８ 

３１，０８８ 

２４，９４４ 

７９６ 

５，３４７ 

 

２１６ 

６２２ 

２１７ 

１，０５６ 

 

１７２ 

８ 

１８１ 

３６７，７９３ 

３１１，８３５ 

４６，３４０ 

９，６１６ 

 

６７７ 

１，２６０ 

１，０８４ 

３，０２３ 

 

１，９８７ 

１，６６５ 

３，６５２ 

経 常 利 益 １１，２３７ ５，０１５ ６，２２１ ８，９８６ 

特 別 利 益 
固 定 資 産 売 却 益 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 
投資有価証券売却益 
国 庫 補 助 金 等 収 入 
そ の 他 

        計 
特 別 損 失 
特 別 退 職 金 
投資有価証券評価損 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
事業再構築に伴う損失 
そ の 他 

計 

 
４４１ 
２１６ 
１９５ 
― 
７ 

８６１ 
 

１，４４１ 
１３ 
― 
― 

３３４ 
１，７８９ 

 
１４８ 
３６ 
３３ 
１４４ 
７ 

３７０ 
 

１，１３８ 
１５ 
― 

２８８ 
１３７ 

１，５８０ 

 
２９２ 
１８０ 
１６１ 

△   １４４ 
０ 

４９０ 
 

３０２ 
△     １ 

― 
△   ２８８ 

１９７ 
２０９ 

 
２，２０８ 

― 
１，９７９ 

― 
３９１ 

４，５７９ 
 

２，１０３ 
９２ 
６５ 
６５９ 
４６８ 

３，３８９ 

税金等調整前中間(当期)純利益 １０，３０９ ３，８０６ ６，５０２ １０，１７７ 

法人税、住民税及び事業税 ２，６１５ １，４８５ １，１２９ ２，６７１ 
法 人 税 等 調 整 額 ９５４ ４８７ ４６７ ２，３１４ 

少 数 株 主 利 益 １，１００ ５５２ ５４７ ９８９ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ５，６３７ １，２８０ ４，３５７ ４，２０１ 
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 （２）中間連結貸借対照表 

                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16年3月31日現在) 

増   減 
前中間連結会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   有 価 証 券 

   棚  卸  資  産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金  

 

 固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物及び構築物 

   機械装置及び運搬具 

   土        地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ    の    他 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

  貸 倒 引 当 金  

 

[ ４３２，２２６] 

２１１，６５９ 

１５，９３５ 

１１５，６７５ 

２ 

７３，５３３ 

３，２６２ 

３，９８６ 

△    ７３５ 

 

２２０，５６６ 

( １５６，４４７) 

４８，１６１ 

７０，４７３ 

３２，７２９ 

２，１４３ 

２，９４０ 

(     ７３９) 

(  ６３，３８０) 

５２，５３３ 

３１０ 

１，０１０ 

１０，５１７ 

△    ９９１ 

[ ４２７，３９３] 

２０６，１８５ 

２４，２０５ 

１０６，３３４ 

２ 

６９，０９３ 

２，８７０ 

４，４２３ 

△    ７４３ 

 

２２１，２０８ 

( １５８，６９８) 

４８，８１２ 

７０，９８６ 

３２，８０２ 

３，２８８ 

２，８０８ 

(     ７７６) 

(  ６１，７３３) 

５２，５１７ 

５１２ 

１，０８１ 

９，３８１ 

△  １，７５９ 

[ ４，８３２] 

  ５，４７４ 

△ ８，２７０ 

９，３４０ 

― 

４，４４０ 

３９２ 

△   ４３７ 

８ 

 

△   ６４１ 

(△２，２５１) 

△   ６５１ 

△   ５１３ 

△    ７３ 

△ １，１４５ 

１３１ 

(△   ３６) 

( １，６４７) 

１６ 

△   ２０２ 

△    ７１ 

１，１３５ 

７６８ 

[ ４０５，８７４] 

１８６，７５４ 

１４，０９７ 

１００，６２０ 

２ 

６５，３１７ 

３，１７８ 

４，０８５ 

△    ５４６ 

 

２１９，１１９ 

( １６１，９３０) 

４７，３８９ 

７３，１０９ 

３３，１２５ 

５，５２４ 

２，７８１ 

(     ７４６) 

(  ５６，４４２) 

４７，００７ 

１，３９７ 

３，１１４ 

７，５０６ 

△  ２，５８３ 

資 産 合 計 ４３２，２２６ ４２７，３９３ ４，８３２ ４０５，８７４ 
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                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16年3月31日現在) 

増   減 
前中間連結会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   一年内償還の社債 

   未 払 法 人 税 等 

   繰 延 税 金 負 債 

   賞 与 引 当 金 

   そ    の    他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   再評価に係る繰延税金負債 

   退 職給付引当金 

   連 結 調 整 勘 定 

   そ    の    他 

 

   （少数株主持分） 

少数株主持分 

 

（資 本 の 部） 

 資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

[ ２８０，８４８] 

１７３，４４１ 

７７，７６８ 

６６，５０８ 

― 

２，８３２ 

― 

５，１９９ 

２１，１３２ 

１０７，４０６ 

２３，８５０ 

６６，８５５ 

３，７９７ 

３，３４９ 

４，５７１ 

１２８ 

４，８５４ 

 

[  １３，０３２] 

 １３，０３２ 

 

[ １３８，３４５] 

 ３７，１７２ 

 ２８，５３５ 

 ６１，４７４ 

  ３，６４２ 

  ７，９６１ 

△   ３８４ 

△    ５６ 

[ ２８３，３８８] 

１８８，８７２ 

７５，１５２ 

６２，８５１ 

３６，３９３ 

１，８３３ 

― 

４，９８４ 

７，６５８ 

 ９４，５１６ 

２３，８５０ 

５４，７５７ 

２，３９０ 

３，３４９ 

５，０２３ 

１７０ 

４，９７４ 

 

[  １１，１２４] 

 １１，１２４ 

 

[ １３２，８８０] 

 ３７，１７２ 

 ２８，５３５ 

 ５５，８７４ 

  ３，６４２ 

  ７，８８６ 

△   １７９ 

△    ５０ 

[△２，５４０] 

△１５，４３１ 

２，６１５ 

３，６５７ 

△３６，３９３ 

９９９ 

― 

２１４ 

１３，４７４ 

 １２，８９０ 

― 

１２，０９８ 

１，４０６ 

― 

△   ４５１ 

△    ４２ 

△   １２０ 

 

[ １，９０８] 

  １，９０８ 

 

[ ５，４６４] 

      ― 

      ０ 

  ５，６００ 

      ― 

     ７５ 

△   ２０５ 

△     ６ 

[ ２６６，２７２] 

１９９，５８９ 

６７，２８９ 

６６，１１１ 

３６，４９３ 

１，５２９ 

２ 

２，４０５ 

２５，７５８ 

 ６６，６８３ 

３，８５０ 

４７，１３６ 

１，６８７ 

３，３９２ 

５，３９７ 

２２２ 

４，９９５ 

 

[  １０，７０６] 

 １０，７０６ 

 

[ １２８，８９５] 

 ３７，１７２ 

 ２８，５３４ 

 ５３，３６６ 

  ３，６３７ 

  ６，１７４ 

     ５６ 

△    ４６ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ４３２，２２６ ４２７，３９３ ４，８３２ ４０５，８７４ 
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   （３）中間連結剰余金計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間 

自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日 

前連結会計年度 

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

 

増   減 

前中間連結会計期間 

自平成15年4月 1日 
至平成15年9月30日 

（資本剰余金の部） 

 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

  自 己 株 式 処 分 差 益 

 

２８，５３５ 

０ 

０ 

 

２８，５３４ 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

 

２８，５３４ 

０ 

０ 

資本剰余金中間期末(期末)残高 ２８，５３５ ２８，５３５ ０ ２８，５３４ 

（利益剰余金の部） 

 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

 

５５，８７４ 

 

５２，１３８ 

 

３，７３５ 

 

５２，１３８ 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

連結子会社増加に伴う増加高 

中間（当期）純利益 

土地再評価差額金取崩額 

６，１２０ 

４８２ 

５，６３７ 

― 

４，２２５ 

― 

４，２０１ 

２４ 

１，８９４ 

４８２ 

１，４３６ 

△    ２４ 

１，２８０ 

― 

１，２８０ 

― 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 

５１９ 

４３４ 

８４ 

 ４８９ 

４３４ 

５５ 

２９ 

△     ０ 

２９ 

５２ 

― 

５２ 

利益剰余金中間期末(期末)残高 ６１，４７４ ５５，８７４ ５，６００ ５３，３６６ 
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   （４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                           
                                               （単位：百万円） 

 
 

科         目 

当中間連結会計期間 

自平成16年4月  1日 
至平成16年9月30日 

前中間連結会計期間 

自平成15年4月  1日 
至平成15年9月30日 

前連結会計年度 

自平成15年4月  1日 
至平成16年3月31日 

[営業活動によるキャッシュ・フロー]    
 税金等調整前中間(当期)純利益 
減 価 償 却 費 
貸倒引当金の増減額(減少:△) 
賞与引当金の増減額(減少:△) 
退職給付引当金の増減額(減少:△) 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 益 ( 差 益 : △ ) 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
持分法による投資損益(利益:△) 
投資有価証券等売却損益(売却益:△) 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 
有形固定資産売却損益(売却益:△) 
有 形 固 定 資 産 除 却 損 
売上債権の増減額 ( 増加 : △ ) 
棚 卸資産の増減額 ( 増加 : △ ) 
仕 入債務の増減額 ( 減少 : △ ) 
そ の 他 の 増 減 額 

 10,309 
8,096 

△    747 
209 

△    451 
△    530 

1,138 
△    45 
△     26 
△   1,050 
△    194 

31 
△    457 

655 
△   7,809 
△   3,209 

1,427 
268 

3,806 
8,177 

△    141 
251 

△    342 
△    314 

965 
116 

△     51 
△    428 

10 
23 

△     77 
339 
1,703 

△   4,484 
△   3,835 

185 

10,177 
16,614 
46 

2,831 
△    716 
△    677 

1,987 
230 

△    103 
△   1,260 
△   1,924 

131 
△   1,950 

1,431 
△   4,121 
△   8,350 

4,171 
△   4,489 

       小        計 7,613 5,905 14,026 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

 612 
△   1,117 
△   1,693 

359 
△    953 
△   1,593 

780 
△   1,893 
△   2,725 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   5,414 3,718 10,188 
[投資活動によるキャッシュ・フロー]    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
貸 付 け に よ る 支 出 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
そ の 他 の 収 入 又 は 支 出 

 △    141 
10 
－ 

△   5,225 
1,285 

△    57 
312 

△     35 
198 

△   1,007 

△     8 
104 
85 

△   7,551 
130 

△    532 
295 

△    244 
219 

△    676 

△     0 
192 
85 

△  16,674 
2,093 

△   4,195 
3,087 

△   1,068 
1,154 

△    682 
投資活動によるキャッシュ・フロー △   4,659 △   8,177 △  16,008 

[財務活動によるキャッシュ・フロー]    
 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 
コマーシャルペーパーの純増減額 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長期借入金の返済による支出 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
そ の 他 の 収 入 又 は 支 出 

 1,940 
12,000 
18,300 

△   5,034 
－ 

△   36,393 
△    435 
△    151 
△     10 

585 
5,000 
1,156 

△   2,244 
－ 

△    300 
△     4 
△    172 
△     3 

△    985 
△   7,000 

10,450 
△   5,533 

20,000 
△    400 
△    439 
△    323 
△     7 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   9,783 4,018 15,760 
現金及び現金同等物に係る換算差額 45 △    115 △    293 
現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △   8,983 △     556 9,646 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 23,927 14,280 14,280 
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 492 － － 
連結子会社における合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 91 － － 
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 15,528 13,724 23,927 
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   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 
    １．連結の範囲および持分法の適用に関する事項 
 
     (1)連結子会社    ３２社（(株)大同キャスティングス、 フジオーゼックス(株)、(株)ダイドー電子、 
                      大同興業(株)、(株)大同ライフサービス、(株)大同機械製作所、 
                  大同アミスター(株)、大同ステンレス(株)、東洋産業(株)他） 
     (2)持分法適用関連会社 ８社（日本精線(株)、理研製鋼(株)、王子製鉄(株)、東北特殊鋼(株)他） 
     (3)連結範囲および持分法の適用の異動状況 
        連結子会社（新規）４社（DAIDO PDM(THAILAND)CO.,LTD.、天文大同特殊鋼股份有限公司、 
                    DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD.、DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD） 
 
 
    ２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
      大同スペシャルメタル(株)他７社の中間決算日は６月30日であり、中間連結決算日との差は３ヵ月以内で 
     あるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を基礎として連結を行っております。 
      ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
 
    ３．会計処理基準に関する事項 
 
     (1)重要な資産の評価基準および評価方法 
       ①有 価 証 券 
         満期保有目的の債券……償却原価法 
         その他有価証券 
          時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                    (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 
                     定しております。) 
          時価のないもの………移動平均法による原価法 
       ②デリバティブ………………時価法 
       ③棚 卸 資 産………………主として総平均法による原価法 
     (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
       ①有形固定資産…当社および国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 
              （建物附属設備を除く）は定額法）によっております。 
                ただし、当社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場、一部の国内連結子会社 
               および在外連結子会社は定額法によっております。 
                なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                  建物及び構築物   7～60年 
                  機械装置及び運搬具   3～17年 
        ②無形固定資産…定額法によっております。 
                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 
               いております。 
       ③長期前払費用…均等償却によっております。 
     (3)重要な引当金の計上基準 
       ①貸倒引当金 
         債権の貸倒による損失に備えるため、主として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 
        等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
       ②賞与引当金 
         従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支給見込額を計上 
        しております。 
       ③退職給付引当金 
         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
        基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
         数理計算上の差異は、10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用 
        処理しております。 
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     (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
        外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 
       おります。 
                なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、 
       換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
     (5)重要なリース取引の処理方法 
        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主 
       として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
     (6)重要なヘッジ会計の方法 
       ①ヘッジ会計の方法 
        金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 
       ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
        当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 
          ヘッジ手段…………金利スワップ 
          ヘッジ対象…………借入金 
       ③ヘッジ方針 
        金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
       ④ヘッジ有効性評価の方法 
        金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 
     (7)収益の計上基準 
        長期・大型の請負工事(工期1年超・請負金額10億円以上)については、工事進行基準を採用しております。 
     (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
       消費税等の会計処理 
        消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
        なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
 
 
    ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
       中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能 
      な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヵ月 
      以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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     注記事項 
 
     （中間連結貸借対照表関係） 

  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  前中間連結会計期間末 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額  337,869  333,242  326,707 
 

 ２．有形固定資産から直接控除した 
  圧縮記帳額 

 693  492  455 

 
     ３．担保資産および担保付債務 
       担保に供している資産の額 

預 金  11  －  304 
有 形 固 定 資 産  16,947  17,433  28,980 
投 資 有 価 証 券  1,238  1,008  2,494 

計  18,197  18,442  31,778 
 
       担保付債務 

短 期 借 入 金  5,778  6,380  8,101 
社 債 ( １ 年 内 含 む )  850  850  950 
長 期 借 入 金  9,111  7,828  8,261 
そ の 他  10  10  142 

計  15,750  15,069  17,456 
 
        上記のほか、土地102百万円は、特別目的会社である有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレー 
       ション（以下借主）の借入金2,547百万円の担保に供しております。 
        借主が借入金返済の期限の利益を喪失した場合など、当社は同債務を借主に代わり、代位弁済すること 
       ができます。代位弁済しない場合には、貸主は上記担保提供資産の所有権を清算金(時価との差額)による 
       清算を伴って移転させることにより同債務を消滅させること(代物弁済)を予約する契約を締結しておりま 
       す。 
        また、借主の借入金8,926百万円(上記2,547百万円を含む)に対して、匿名組合出資金582百万円に質 
       権が設定されております。 
 
     ４．偶発債務 

4,481  5,257  5,819 
(3,806)  (4,447)  (4,854) 

(1)保証債務 
 （ ）は連結会社負担分 
(2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 289  447  196 

      (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により 
       滅失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。 
 

５．受取手形割引高および裏書譲渡高 81  －  － 
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     （中間連結損益計算書関係） 

  当中間連結会計期間  前中間連結会計期間  前連結会計年度 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
     販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

運 送 費  6,490  6,074  12,378 
給 与 手 当 及 び 福 利 費  9,961  11,710  21,159 
賞 与 引 当 金 繰 入 額  2,057  －  2,024 
退 職 給 付 費 用  832  1,047  2,107 
減 価 償 却 費  316  299  611 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  －  －  193 

 
 
 
     （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
      現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表 
      (連結貸借対照表)に掲記されている科目の金額との関係 

  当中間連結会計期間  前中間連結会計期間  前連結会計年度 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 

現 金 及 び 預 金 勘 定  15,935  14,097  24,205 
預入期間が3ヵ月を超える定期預金  △  407  △  373  △  278 
現 金 及 び 現 金 同 等 物  15,528  13,724  23,927 
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  セ グ メ ン ト 情 報 
 
  １．事業の種類別セグメント情報 
 
   当中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 
鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
材 料 

自動車部品･ 

産業機械部品 
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  新 素 材 

流 通 ･ 
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 

計 
消去又は 
全  社 

連  結 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

112,608 

11,690 

 

25,578 

421 

 

44,624 

8,682 

 

13,225 

241 

 

3,600 

450 

 

7,593 

4,885 

 

207,231 

26,372 

 

   － 

( 26,372) 

 

207,231 

   － 

計 124,298 26,000 53,307 13,467 4,051 12,478 233,603 ( 26,372) 207,231 

  営  業  費  用 118,609 25,084 50,448 13,197 3,680 11,737 222,758 ( 26,370) 196,388 

  営  業  利  益 5,689 916 2,858 269 370 741 10,845 △   1 10,843 

 
 
   前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日 至平成１５年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 
鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
材 料 

自動車部品･ 

産業機械部品 
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  新 素 材 

流 通 ･ 
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 

計 
消去又は 
全  社 

連  結 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

95,439 

10,058 

 

20,703 

485 

 

39,563 

8,139 

 

10,748 

328 

 

2,657 

566 

 

7,031 

4,977 

 

176,143 

24,554 

 

   － 

( 24,554) 

 

176,143 

   － 

計 105,497 21,188 47,702 11,076 3,223 12,008 200,698 ( 24,554) 176,143 

  営  業  費  用 102,021 21,257 46,332 11,122 3,068 11,402 195,204 ( 24,557) 170,647 

  営  業  利  益 3,476 △   68 1,370 △   45 154 606 5,493 2 5,495 
 
 
   前連結会計年度（自平成１５年４月１日 至平成１６年３月３１日）               （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 
鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
材 料 

自動車部品･ 

産業機械部品 
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙  新 素 材 

流 通 ･ 
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 

計 
消去又は 
全  社 

連  結 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

197,494 

20,506 

 

42,978 

873 

 

82,701 

16,157 

 

25,029 

601 

 

5,834 

1,050 

 

13,755 

9,775 

 

367,793 

48,963 

 

   － 

( 48,963) 

 

367,793 

   － 

計 218,001 43,851 98,858 25,630 6,884 23,530 416,757 ( 48,963) 367,793 

  営  業  費  用 212,803 44,224 95,777 25,316 6,429 22,592 407,143 ( 48,966) 358,176 

  営  業  利  益 5,198 △  372 3,081 314 454 937 9,613 2 9,616 
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       (注) 1.事業区分の方法 
        当社企業グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 
 
      2.各区分に属する主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

特 殊 鋼 鋼 材 

・自動車、産業機械および電気機械向け部品材料、建設用材料、溶接用材料 
・特殊鋼鋼材加工、流通 
・原材料販売 
・運輸、物流 

エレクトロニクス材料 ・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品（ＯＡ・ＦＡ用ﾓｰﾀｰ、自動車用ﾒｰﾀｰ・  ｾﾝｻｰ、計測機器用部品等） 
 
 
 

自 動 車 部 品 ・ 
産 業 機 械 部 品 

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品（自動車、ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ向け部品等） 
・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品・宇宙、航空機用 
 部品等） 
・鋳鋼品（鉄道用ﾏﾝｶﾞﾝﾚｰﾙ、自動車・産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等） 
・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機器用部品、ﾁﾀﾝｺﾞﾙﾌﾍｯﾄﾞ等） 
・製材用帯鋸 
・ｴﾝｼﾞﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾜｯｼｬｰ、薄板ﾊﾞﾈ、圧縮機器、油圧機器、工作機械部品 

 
エンジニアリング 

・鉄鋼設備、各種工業炉並びにその付帯設備、環境関連設備（排水・排ｶﾞｽ・廃棄物等の処 
 理設備）、工作機械等 
・機械設備の保守管理 

新 素 材 ・粉末製品、ﾁﾀﾝ材料製品、形状記憶合金他 ・開発製品 
 

流 通 ・ サ ー ビ ス 
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社製品の販売、福利厚生ｻｰﾋﾞｽ、不動産・保険事業 
・ｺﾞﾙﾌ場経営 
・分析事業、ｿﾌﾄ外販事業 

 
 
 
  ２．所在地別セグメント情報 
 
     全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えて 
    いるため、開示を省略しております。 
 
 
  ３．海外売上高 
 
        当中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高     4,590    14,589     2,212    21,393 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      －    207,231 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％ 
     2.2 

％ 
     7.0 

％ 
     1.1 

％ 
    10.3 

 
        前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日 至平成１５年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高     4,703    14,066     1,371    20,141 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      －    176,143 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％ 
     2.7 

％ 
     8.0 

％ 
     0.7 

％ 
    11.4 

 
        前連結会計年度（自平成１５年４月１日 至平成１６年３月３１日）             （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高     8,806    29,389     3,752    41,948 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      －    367,793 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％ 
     2.4 

％ 
     8.0 

％ 
     1.0 

％ 
    11.4 

   （注）1.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      2.各区分に属する主な国または地域 
       (1)北    米…………アメリカ、カナダ 
       (2)ア  ジ  ア…………台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 
       (3)その他の地域…………イタリア、イギリス、ドイツほか 
      3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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     有価証券関係 
 
     当中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 7,863 21,613 13,750 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 7,869 21,619 13,750 
 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       (1)満期保有目的の債券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 2 

合     計 2 
 
 
       (2)その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 8,861 
（店頭売買株式を除く）  

合     計 8,861 
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     前中間連結会計期間末（平成15年9月30日） 
 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 8,855 19,421 10,565 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 － － － 

(3)その他 － － － 

合     計 8,855 19,421 10,565 
 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       (1)満期保有目的の債券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 2 

合     計 2 
 
 
       (2)その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 8,897 
（店頭売買株式を除く）  

合     計 8,897 
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     前連結会計年度末（平成16年3月31日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 7,936 21,442 13,506 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 7,942 21,448 13,506 
 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
       (1)満期保有目的の債券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 2 

合     計 2 
 
 
       (2)その他有価証券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 8,853 
（店頭売買株式を除く）  

合     計 8,853 
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リース取引関係 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 
デリバティブ取引関係 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。  



＜参考資料＞
平成１７年３月期　中間決算発表

１．年間のセグメント別売上高
（単位：百万円、％）

当期売上高 前期売上高 増減額 増減率
中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比 中間対比 通期対比

特 殊 鋼 鋼 材 112,608 229,200 95,439 197,494 17,168 31,706 18.0 16.1

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 材 料 25,578 51,200 20,703 42,978 4,875 8,222 23.5 19.1

自動車・産業機械部品 44,624 91,300 39,563 82,701 5,061 8,599 12.8 10.4

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 13,225 28,700 10,748 25,029 2,476 3,671 23.0 14.7

新 素 材 3,600 7,700 2,657 5,834 943 1,866 35.5 32.0

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 7,593 14,900 7,031 13,755 562 1,145 8.0 8.3

計 207,231 423,000 176,143 367,793 31,088 55,207 17.6 15.0

２．要約損益計算書
（単位：百万円、％）

当期損益 前期損益 増減額 増減率
中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比 中間対比 通期対比

売 上 高 207,231 423,000 176,143 367,793 31,088 55,207 17.6 15.0
営 業 利 益 10,843 19,500 5,495 9,616 5,347 9,884 97.3 102.8
営 業 外 収 益 2,284 － 1,227 3,023 1,056 － － －
営 業 外 費 用 1,889 － 1,708 3,652 181 － － －
経 常 利 益 11,237 20,000 5,015 8,986 6,221 11,014 124.0 122.6
特 別 利 益 861 － 370 4,579 490 － － －
特 別 損 失 1,789 － 1,580 3,389 209 － － －
税 引 前 純 利 益 10,309 － 3,806 10,177 6,502 － － －
法 人 税 等 3,570 － 1,972 4,986 1,597 － － －
少 数 株 主 利 益 1,100 － 552 989 547 － － －
純 利 益 5,637 10,000 1,280 4,201 4,357 5,799 340.3 138.0

３．経常利益増減要因（前中間対比）
（単位：億円）

増益要因 金額 減益要因 金額
１．販売数量増加 　４５ １．原材料市況 １４５
２．販売価格是正 １００
３．販売内容改善 　２８
４．コスト削減 　２５

変動費の低減 17
固定費の削減  8

５．持分法会社の利益増他（営業外） 　　９
計（ａ） ２０７ 計（ｂ） １４５

差引（ａ）－（ｂ） 　６２

４．設備投資額（計画ベース）および減価償却費
（単位：百万円）

当期 前期 増減額
中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比

設 備 投 資 額 9,026 15,500 5,500 9,200 3,526 6,300
減 価 償 却 費 8,062 15,700 8,144 16,520 -81 -820

平成16年10月28日
大同特殊鋼株式会社

連　　結


